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 ○はじめに 

１ 子ども・子育て会議について 

子ども・子育て支援法第７７条第１項各号に基づく子ども・子育て会議の所掌事務は次

のとおりとなります。 

(1) 特定教育・保育施設（認定こども園、幼稚園、保育所）の利用定員の設定に関して意

見を述べること。 

(2) 特定地域型保育事業（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育）の

利用定員の設定に関して意見を述べること。 

(3) 子ども・子育て支援事業計画の策定・変更に関して意見を述べること。 

(4) 子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及び当

該施策の実施状況を調査審議すること。 

 

２ 今後の審議について 

平成２７年度以降の子ども・子育て会議における審議は、次の事項となります。 

(1)「滝沢市子ども・子育て支援事業計画」の実施状況の点検・評価等に関すること。 

(2) 市の子ども・子育て支援に関する施策の推進に関すること。 

(3) 特定教育・保育施設等が新設される場合の利用定員の設定に関すること。 

（既存施設の利用定員変更を除く。） 

(4) 子ども・子育て支援事業計画の変更に関すること。 

   ※(3)、(4)については、該当する事由が生じた場合となります。 

  平成２９年度においては、平成２７年度策定の子ども・子育て支援事業計画の中間評価の

年となります。評価等に関し審議を頂きます。 

 

◆滝沢市子ども・子育て支援事業計画の実施状況について 

○基本目標１ 子育て家庭を支援する環境づくり 

 （１）施設型給付の充実 

 【施策の方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

篠木・滝沢・鵜飼小学校区の２号認定（保育を必要とする３～５歳児）と３

号認定（保育を必要とする０～２歳児）の１～２歳児においては、計画期間中

に不足が見込まれていますが、既存施設の認可定員の見直しや私立幼稚園の認

定こども園化による受け入れをすることで対応していきます。 

そのため今後は、幼稚園・保育所の空き状況や認定こども園への意向等を考

慮しながら、区分ごとの定員数の適正配分を検討していきます。 

また、新しい制度が定着することにより更なるニーズの変化も予想されるた

め、中間年である平成２９年度を目途に、市内の需要動向を踏まえながら必要

に応じて確保方策を見直していきます。 
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【教育・保育施設の現状】 

 

○待機児童等の推移 

 

 H25.4 H25.10 H26.4 H26.10 H27.4 H27.10 H28.4 H28.10 

待機児童数 ０ １８ ８ ５ １ １７ １６ ５７ 

該当 

年齢 

０歳 ０ １１ ０ ３ ０ １１ ０ １７ 

１歳 ０ ３ ８ ２ １ ５ １２ ３０ 

２歳 ０ ４ ０ ０ ０ １ ４ ９ 

３歳 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

※入所保留数 １１８  １１５  ４３  ８７  

    ※他に入所可能な保育所があるにも関わらず、特定の保育所を希望し、保護者の私

的な理由により待機している場合には、待機児童には含めない。 

※入所保留数＝待機児童も含め広い意味で入所を待っている児童 

・特定の保育所を希望し待機している場合や、転園希望や求職中で入所基準を十分

に満たしていない場合も含め、国の待機児童の定義には該当しないが、保育所の入

所を希望し入所保留となっている児童。 

        

○保育所入所率の推移  

 

 H25 

（実績） 

前年比 H26 

（実績） 

前年比 H27 

（実績） 

前年比 H28 

（見込） 

前年比 

保育所数 14 0 15  1 15 0 15 0 

出生数 470 △25 489 19 469 △20 ※455 △14 

0～5歳児童数A 3,180 23 3,135 △45 3,086 △49 3,013 △73 

定員数 1,128 0 1,218 90 1,270 52 1,275 ５ 

年間延入所数B 16,479 32 16,551 72 17,528 977 17,865 337 

（1号認定含）     20,745 4,194 20,628 △117 

1か月当入所数 

C（B/12） 

1,373 2 1,379 ６ 1,460 81 1,488 28 

    1,728 349 1,719 △9 

入所率％ C/A 

 

43.18 △0.80 43.99 0.81 47.31 3.32 49.39 2.08 

    55.99 12.00 57.05 1.06 

 
※出生数は年度中、0～5歳児童は各年4月末、定員数は年度末の数値である。 
 H28の出生数は昨年度比によるH28年度末の見込み数である。 
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 ○保育所運営委託料の推移      

                                   （円）                                                                                      

 H26 H27 H28(見込) 前年比 

保育所運営委託料 1,336,077,570 1,734,803,323 1,791,703,868 56,900,545 

財
源
内
訳 

国（1/2） 395,424,750 546,732,545 640,573,010 93,840,465 

県（1/4） 197,712,375 273,366,273 320,286,505 46,920,232 

県（1号認定分）  18,317,000 18,428,000 111,000 

公立保育所受託費  5,259,400 5,000,000 △259,400 

保育料 337,804,075 329,929,465 279,895,275 △50,034,190 

一般財源 405,136,370 561,198,640 524,350,256 △36,848,384 

児童１人当り 968,874 1,003,937 1,042,294 38,357 

保育園１園当り 89,071,838 115,653,554 119,446,924 3,793,370 

 

【主な取組の状況】 

・ 運営法人の協力により、平成２７年度に、既存の保育施設２園で５２人、平成２８年

度には、既存の保育施設１園で５人の定員増が図られ、計画当初より５７人の利用定

員が拡大されました。 

・待機児童解消に向けた取り組みとしては、既存保育施設の増改築により、平成２９年

度中に１園（ハレルヤ保育園）１５人の定員増及び平成３０年度中に１園（元村保育

園）３０人の定員増を見込んでおります。平成２９年度の１園分につきましては、す

でに国からの交付決定も受け、財政措置されております。 

・子ども・子育て支援新制度における保育料の設定に当たっては、子育て世帯の負担軽

減のため、負担水準の引き下げを行い、平成２７年４月から保育料の軽減を図ってお

りましたが、国の「年収約３６０万円未満の多子世帯、ひとり親世帯等の経済的負担

の軽減を図る」という取り組みに対応するため、平成２８年度保育料表について見直

しました。今回の対応は、現行で国の上限額を超えるものを国が示す基準に合わせる

ものであって、該当しない世帯は、現行と変更しませんでした。 
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（２）地域型保育給付の充実 

 【施策の方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組の状況】 

・ 小規模保育園等の設置についての相談が複数ありますが、子ども・子育て支援事業計

画には、小規模保育園の設置について含まれていないため、見直しも含め、慎重に対

応を図ってまいります。 

  

 

（３）児童手当給付事業 

 【施策の方向性】 

 

 

 

 

 

【主な取組の状況】 

 ・引き続き実施します。 

 H26 H27 H28(見込み) 

延べ人数（人） 87,958 87,158 86,349 

前年比  △800 △809 

支給額（円） 982,115,000 972,795,000 962,665,000 

前年比  △9,320,000 △10,130,000 

 

 

 

 

 

教育・保育施設による対応に加え、子ども・子育て家庭にとって身近な地域

における保育の利用を確保する観点から、地域の保育ニーズの動向を踏まえな

がら、地域型保育の充実に努めます。 

◇地域型保育事業 

・小規模保育（利用定員６人以上１９人以下） 

 ・家庭的保育（利用定員５人以下） 

 ・居宅訪問型保育 

 ・事業所内保育（従業員のほか、地域において保育を必要とする子どもに

保育を提供） 

次世代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点から、

中学校終了までの子どもを養育している親等に対し児童手当を支給します。 
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○基本目標２ 子どもが明るく心豊かに育つ環境づくり 

 （１）地域子ども・子育て支援事業の充実 

【施策の方向性】    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組の状況】 

・多様な保育ニーズに対応したサービスを提供し、子育て世帯への支援を充実するため

延長保育事業、一時預かり事業、病児・病後児保育事業を実施しています。 

・すべての乳児のいる家庭に保健師等が訪問し、子育てに関する情報の提供、養育につ

いての相談対応や助言を行っています。また、訪問等により把握した養育の支援が必

要な児童・保護者に対しては、家庭児童相談員が引き続き訪問し、養育に関する相談、

助言を行っています。 

・放課後児童クラブについては、ニーズ調査の結果では既存の施設の供給量で対応が可

能となっていましたが、鵜飼小学校区、滝沢小学校区では、住宅開発等の影響もあり、

入所を希望する児童数が増加しています。また、地理的な面から一部の放課後児童ク

ラブに希望が集中する傾向や、施設の面積基準では受入可能でも、職員の確保が困難

なため施設定員まで受け入れできない状況も生じています。 

   このことから、入所を希望する新１年生ができるだけ入所できるよう、運営団体と協

○対象事業 

①延長保育事業 

②子育て短期支援事業 

③地域子育て支援拠点事業 

④一時預かり事業 

⑤病児・病後児保育事業 

⑥ファミリー・サポート・センター事業 

⑦利用者支援事業 

⑧乳児家庭全戸訪問事業 

⑨養育支援訪問事業 

⑩妊婦健康診査 

⑪放課後児童クラブ 

多様なニーズに対応した保育サービスの提供や子育てに関する情報提供、

養育についての相談対応や助言等を行うため、上記事業について引き続き実

施・充実を図っていきます。また、新制度により新設された利用者支援事業

については、市内４か所の子育て支援センターでの実施について検討してい

きます。 
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議を行い、学区内の放課後児童クラブ間で入所調整することとしています。また、職

員確保対策としては、大規模なクラブへの職員人件費分として、平成２８年度から市

単独予算で補助金に上乗せしております。職員の募集については、市広報を継続して

活用し、市としても職員の確保に努めていきます。なお、滝沢中央小学校建設にあわ

せ、新規放課後児童クラブを開設できるよう準備をすすめてまいります。 

   

 

 

○基本目標３ 子どもが健やかであるための支援 

 （１）幼児期の学校教育・保育の一体的提供等の推進策 

【施策の方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組の状況】 

 ・認定こども園への移行については、地域の教育・保育ニーズの状況や幼稚園・保育園

の意向等を考慮しながら、市の状況も踏まえて総合的に検討を進めていきます。 

・幼稚園就園奨励費については、国の「年収約３６０万円未満の多子世帯、ひとり親世

帯等の経済的負担の軽減を図る」という取り組みに対応するため、平成２８年度に限

度額表を見直しました。併せて年少扶養控除廃止後に経過措置で認められていた簡便

な調整方式（第２方式）からモデル世帯方式（第３方式）に移行しました。  

 

 

 （２）小学校との連携 

【施策の方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定こども園は、子ども・子育て支援新制度では、認可手続きの簡素化等によ

り、新設や幼稚園・保育所からの移行が促進される仕組みとなっています。この

ような新制度の趣旨を踏まえ、認定こども園の普及に取り組みます。 

また、新制度下での利用者負担の設定にあたり、現行の幼稚園等の利用者負担

等の状況を考慮して設定するなど、私立幼稚園や認定こども園が新制度に移行し

やすい環境づくりに取り組みます。 

子どもに対して妊娠・出産期から成長段階に応じて切れ目のない支援を行うた

めには、就学前の教育・保育施設と小学校、放課後児童クラブとの連携が不可欠

です。 

本市では、配慮が必要な子どもに関する幼稚園・保育所等と小学校、放課後児

童クラブとの情報交換や、認定こども園等と小学校の入学前相互訪問など、就学

前・後の関係者の情報交換や連携に取り組み、保幼小連携を推進していきます。 
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【主な取組の状況】 

 ・配慮が必要な子どもに関する幼稚園・保育所等と小学校、放課後児童クラブとの情報

交換については、重要な事項と捉えております。現在のところは、保育・教育施設等

への巡回指導事業や幼児ことばの教室等で、担当・保護者・園など関係機関との情報

共有を図り、小学校の就学時につないでおります。仕組みの構築については検討して

いきます。 

 

 

 （３）母子保健と医療 

【施策の方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組の状況】 

 ・妊婦への早期からの支援、乳幼児期における家庭訪問や健康診査、育児に関する知識

の普及啓発により育児不安の軽減を図るなど、子どもが健やかに育つ環境づくりのた

め、妊産婦・乳幼児相談指導事業、乳幼児健康診査事業、育児支援事業等の母子保健

事業を推進しています。 

 ・虐待を未然に防ぐため、妊婦のメンタルヘルス対策、虐待のハイリスクとなる妊婦へ

の早期からの支援など各事業を通して虐待予防を視点に入れた支援を実施しています。 

少子化、核家族化、地域のつながりの希薄化等により家庭での育児機能は

低下し、父母の育児不安や負担が増えてきている中、多様化する母子保健課

題に対応し、子どもたちがすこやかに安心して暮らせるよう、妊婦健康診査

や妊娠中の保健指導、思春期対策、産婦のメンタルヘルス対策、乳幼児健診

など児童虐待防止を視野に入れた母子保健事業を推進します。 

また、医療費を助成することにより、子育て家庭の経済的負担を軽減し、

母体の健康保持、乳幼児の健全な育成を促します。 

○対象事業 

 ①妊婦保健事業 

 ②妊産婦・乳幼児相談指導事業 

 ③乳幼児健康診査事業 

 ④育児支援事業（子育て広場） 

 ⑤療育支援 

 ⑥思春期保健事業 

 ⑦栄養改善事業 

 ⑧特定不妊治療助成事業 

 ⑨妊産婦医療費給付事業 

 ⑩乳幼児医療費給付事業 

 

 



8 

 

 ・医療費を助成することにより、子育て家庭の経済的負担を軽減し、母体の健康保持、

乳幼児の健全な育成を促しています。 

   平成２７年８月からは、小学生の入院に係る医療費助成も行っており、事業名も「乳

幼児医療費給付事業」から「子ども医療費給付事業」に変更されました。 

   平成２８年８月からは、未就学児及び妊産婦について、医療費助成の現物給付を行っ

ており、子育て世帯の負担軽減につながっております。 

また、平成27年度より、特定不妊治療（体外受精、顕微授精）を受けた夫婦に対して、

経済的な負担を軽減するため、治療費の一部を助成しています。 

   

 

 

○基本目標４ 子どもと子育て家庭にやさしい環境づくり 

  

（１）仕事と子育ての両立の支援 

【施策の方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組の状況】 

 ・産休、育休明けに希望に応じて円滑に保育施設を利用できるよう、また、育休満了時

からの利用希望に対応できるように受け入れ児童数の拡大に取り組みます。 

 ・平成２７年４月に策定された「たきざわ輝きプラン2～滝沢市男女共同参画計画～」に

基づき、男女がともに仕事と家庭などを両立できる環境づくりや「仕事と生活の調和」

の実現に向けた啓発活動を行っています。  

保護者が産休（産前・産後休業）、育休（育児休業）明けに希望に応じて円

滑に、認定こども園や幼稚園、保育所を利用できるよう、産休・育休中の保護

者に対する情報提供や相談支援を行うとともに、計画的に教育・保育の量の見

込みに対する確保の方策を講じます。 

これらの取組にあたっては、0歳児の保護者が保育所等への入所時期を考慮

して育休取得をためらったり、取得中の育休を途中で切り上げたりする状況が

あることを踏まえ、育休満了時（原則1歳到達時）からの利用を希望する保護

者が、希望時期から質の高い保育を利用できるよう配慮に努めます。 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」の実現については、本

市では、「男女共同参画推進計画『たきざわ輝きプラン』」等に基づき、男女

がともに仕事と家庭・地域活動などを両立できる環境づくりに取り組んでいま

す。今後も県や企業等と連携して、長時間労働の是正等の働き方の見直しや、

育休や短時間勤務等を取得しやすい職場環境づくりに向けた啓発など、「仕事

と生活の調和」の実現に向けた取組の推進に努めます。 
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（２）児童虐待防止対策等の充実 

【施策の方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組の状況】 

 ・「滝沢市児童家庭相談援助ネットワーク会議」を設置し、要保護児童の早期発見のた

めの保育・教育施設、小学校などの関係機関等との連携体制の強化や啓発活動を実施

しています。 

 ・平成2６年１月から児童福祉課内に「家庭児童相談室」の窓口を設け、家庭児童相談員

が、要保護児童の発生が懸念される家庭や、相談・見守り活動が必要な家庭に対する

支援を実施しています。 

 ・健康診査事業等では、未受診者へのフォローなど虐待予防を視点に入れた支援を実施

するとともに、健康推進課と児童福祉課において「養育支援会議」を定例的に開催し、

情報共有を図りながら支援を必要とする場合には、養育支援事業を実施しています。 

 ・児童福祉法等の一部を改正する法律の施行により、児童虐待の発生予防として市町村

は妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を行う母子健康包括支援センターの設置

に努めることとされました。当市においても、平成３０年度設置に向け、児童福祉課

及び健康推進課で情報収集・情報共有に努め、円滑に運営できるよう準備をはじめて

いるところです。 

  

（３）母子・父子家庭等の自立支援の推進 

【施策の方向性】 

 

 

 

 

 

 

児童虐待の発生予防と早期発見・対応のためには、地域の関係機関の連携と

情報共有が不可欠です。虐待をはじめとした要保護児童問題に関わる関係機関

の連携強化を図ります。 

健康診査やその未受診者へのフォロー訪問、その他の保健指導、乳幼児全戸

訪問事業等の母子保健事業や、地域の医療機関等との連携により、支援を必要

とする親子を早期に把握するとともに、特に支援を必要とする場合には、養育

支援事業等の適切な支援につなげていきます。 

また、児童虐待防止に関する知識の普及・啓発に取り組むとともに、虐待の

発生予防や早期発見等のため、民生委員・児童委員、ボランティア等の地域の

関係団体との連携強化を図ります。 

 

 

ひとり親の自立支援については、保育や、放課後児童健全育成事業、子育て短

期支援事業（ショートステイ）等の地域子育て支援事業の利用に際しての配慮を

はじめ、県が策定する「いわて子どもプラン」等も踏まえつつ、自立支援プログ

ラム等による就業支援や、子育て・生活支援、経済的支援等により、総合的な自

立支援に取り組みます。 
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【主な取組の状況】 

  ・平成２６年１月から母子・父子自立支援員を設置し、ひとり親が就業し、仕事と子育

てを両立しながら経済的に自立するとともに、子どもが心身ともに健やかに成長でき

るよう、ひとり親家庭への総合的な支援を行っています。 

  ・平成２８年度には、高等職業訓練促進給付金の給付対象となる資格に歯科衛生士を加

え、対象期間も２年から３年へと延長されました。また、自立支援教育訓練給付金に

ついては、経費の２割で上限額が１０万円から、６割で２０万円へ増額されるなどの

拡充が行われました。 

 

（４）障がい児療育支援事業の充実 

【施策の方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組の状況】 

 ・幼児ことばの教室において、ことば等の発達に課題がみられる就学前の児童を対象に

適切な指導、助言をすることにより児童の健全な発育を支援しています。 

 ・巡回指導を希望する障がい児がいる保育所等を訪問し、個々の障がい児の状況に応じ

た保育者への指導、助言を行い、障がい児の健全な成長･発達に向けて支援体制の充実

を図っています。 

 ・複数（2名以上4名以下）の障がい児を受け入れ、これに対応するための職員を新規に

雇い入れた放課後児童クラブについては、障がい児の受け入れ体制の促進のため、国

加算額の1/4の額を「複数障がい児加算」として市単独で加算しています。 

特別な支援が必要な子どもへの支援については、「第４期滝沢市障がい福祉

計画」に基づき、学校卒業までの成長段階に応じた療育や保育・教育の推進を

図ります。 

また、発達段階に応じて切れ目なく保健・医療・福祉、教育等の必要な支援

が受けられるよう、関係機関等との連携強化を図ります。 

就学前の教育・保育、子育て支援に関しては、認定こども園や幼稚園、保育

所等の教育・保育施設での障がい児受け入れを促進するため、職員体制の充実・

資質向上や、障がい児保育巡回指導など保育所等訪問支援による受け入れ後の

フォロー体制の充実などに取り組みます。あわせて、放課後児童健全育成事業

についても障がい児の受け入れや配慮に努めます。 

 


